NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 交付 要綱 


(目的 ) 

第 1 東日本 大 震 災 津波 の 復興 支援 及び 被災 者 支援 (N PO 等 の 「 絆 カ (きず な り よ ょ よく )」 
を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 実施 要領 ( 令 和 4 年 3 月 24 日 付け 府政 経 シ シ 第 180 号 内 
半 府 政策 統括 官 通知 の 別紙 ) に 基づき 行う も の 。 以 下 「 復 興 ・ (< 
びに 県 内 各地 の 様々 な 地域 課題 を 解決 する た め の 取 組 (以下 「 地 域 活 動 」 と いう 。) 【 
いて 、 行 政 で は 手 の 行き 届き に くい きめ 細か な 復興 ・ RR 
な 実施 を 図る た め に 、 特 定 非 営利 活動 法人 、 ボ ラン ティ ア 団 体 、 公 益 法 人 、 社 会 福祉 法 
人 、 学 校 法人 、 地 縁組 織 (自治 会 、 町 内 会 等 ) 、 協 同 組 合 等 の 民間 非 営利 組織 (以下 「N 
PO 等 」 と いう 。) 又は NPO 等 及び 都 道 府 県 若しくは 市 区 町 村 (以下 「 地 方 自治 体 」 と 
いう 。) を 構成 員 に 含む 協議 体 が 行う 復興 ・ 被 災 者 支援 及び 地域 活動 の 事業 に 要する 経費 
に 対し 、 予 算 の 範囲 内 で 、 岩 手 県 補助 金 交付 規則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 。 以 下 
「 規 則 」 と いう 。) 及び 本 要綱 に より 補助 金 を 交付 する 。 






































































































































(補助 金 の 交付 の 対象 ) 

第 2 本 補助 金 の 交付 の 対象 は 、 別 表 第 1 の 左 欄 に 掲げ る 区 分 
う 右 欄 に 掲げ る 事業 と する 。 た だ し 、 次 の 各 号 の いずれ か に 
業 は 、 対 象 と し な い 。 

(1) 著しく 特定 の 個人 又は 団体 の 利益 を 図る 活動 を 実施 し て いる NPO 等 
(2) 宗教 活動 叉 は 政治 活動 (政策 提言 活動 は 除く 。) を 主たる 目的 と する NPO 等 
(3) 暴力 団 又 は 桑 力 団員 の 統制 の 下 に ある NPO 等 














こ 応じ 中 欄 に 揚げ る 者 が 行 
に 該当 する NPO 等 が 行う 事 












































(補助 金額 等 ) 

第 3 第 1 に 規定 する 経費 、 補 助 金額 等 は 、 別 表 第 2 の と お り と する 。 た だ し 、 算 出さ れ 
た 額 に 千 円 未満 の 端数 が 生じ た 場合 は 、 こ れ を 切り 捨て る も の と する 。 

2 行政 に よる 他 の 補助 金 (負担 金 、 利 子 補給 金 並び に 補助 金 等 に 係る 予算 の 執行 の 適正 
化 に 関す る 法律 (昭和 30 年 法律 第 179 号 ) 第 2 条 第 4 項 第 1 号 に 掲げ る 給付 金 及 び 同 項 
第 2 与 に 掲げ る 資金 を 含む 。) の 対象 と な っ て いる 事業 に つい て は 、 本 補助 金 の 交付 の 対 
象 と し な いも の と する 。 た だ し 、 他 の 補助 金 の 補助 対象 部 分 と 非 対 象 部 分 が 明確 に 切り 
分 けら れる 場合 に は 、 当 該 非 対象 部 分 に つい て は 補助 対象 経費 と する こと が で きる 。 






















































































(提出 書類 及び 提出 期日 ) 
第 4 規則 に より 定め る 書類 及び これ に 添付 する 書類 並び に 提出 期日 は 、 別 表 第 3 の と お 
り と する 。 
































(消費 税 等 仕 入 控除 税額) 

第 5 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 交付 の 申請 を する に 当たり 、 当 該 補助 金 に 係る 消費 税 及 び 
地方 消費 税 に 係る 仕 入 控除 税額 (補助 対象 経費 に 含ま れる 消費 税 及 び 地 方 消費 税 相当 額 
の うち 、 消 費 税法 (昭和 63 年 法律 第 108 号 ) の 規定 に より 仕入れ に 係る 消費 税額 と し て 






























































控除 で きる 部 分 の 金額 及び 当該 金額 に 地方 税法 (昭和 25 年 法律 第 226 号 ) の 規定 に よる 
地方 消費 税 の 税率 を 乗じ て 得 た 金額 の 合計 額 に 交付 率 を 乗じ て 得 た 金額 を いう 。 以下 「 消 
費 税 等 仕 入 控除 税額 」 と いう 。) を 減額 し て 交付 申請 する も の と する 。 た だ し 、 申 請 時 に 
お いて 消費 税 等 仕 入 控除 税額 が 明らか で な いも の に つい て は 、 こ の 限り で な い 。 


























(交付 の 決定 ) 

第 6 知事 は 、 補 助 金 交 付 申 請 の 内 容 が 適正 で ある と 認め る と き は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 
を 行う も の と する 。 
2 知事 は 、 前 項 の 交付 の 決定 を 行う に 当たり 、 第 5 の 規定 に より 補助 金 に 係る 消費 税 等 
仕 入 控除 税額 に つい て 減額 し て 交付 の 申請 が な され た も の に つい て は 、 こ れ を 審査 し 、 
適当 と 認め た と き は 、 当 該 消費 税 等 仕 入 控除 税額 を 減額 する も の と する 。 
3 知事 は 、 第 5 た だ し 書 の 規定 に より 交付 の 申請 が な され た も の に つい て は 、 補 助 金 に 
係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 に つい て 、 補 助 金 の 額 の 確定 に お いて 減額 を 行う こと と し 、 
その 旨 の 条件 を 付 し て 交付 決定 を 行う も の と する 。 
































(消費 税 等 仕 入 控除 税額 の 確定 に 伴う 補助 金 の 返還 ) 

第 7 補助 事業 者 は 、 補 助 金 を 全額 受領 し た 後に 、 消 費 税 及 び 地 方 消費 税 の 申告 に より 補 
助 金 に 係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 が 確定 し た 場合 に は 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 
補助 金 消費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 書 (様式 第 8 号 ) に より 速やか に 知事 に 報告 し な けれ 
ば な ら な い 。 

2 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 交付 を 受け た 後に 前 項 の 報告 を し た 場合 に は 、 当 該 報告 に よ 
る 知事 の 補助 金 の 返 本 命令 を 受け て 、 前 項 の 報告 に 係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 の 全額 又 
は 一 部 を 返還 し な けれ ば な ら な い 。 















































































































































(補助 事業 に 要する 経費 の 配分 及び 補助 事業 内 容 の 軽微 な 変更 
第 8 規則 第 6 条 第 1 項 第 1 呈 及 び 第 2 与 に 規定 する 軽微 な 変更 は 、 次 に 掲げ る 変更 以外 

の 変更 と する 。 

(1) 別表 第 2 「1 補助 対象 経費 」 の 各 項 目 に つい て 、 補 助 事業 に 要する 経費 の 2 割 を 

超え る 増減 を 伴う 変更 

(2) 補助 事業 者 の 変更 

(3) 補助 事業 内 容 の 重要 な 変更 
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(申請 の 取 下 期 日 ) 
第 9 規則 第 8 人 条 第 1 項 に 規定 する 申請 の 取 下 期 日 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 通知 を 受領 
し た 日 か ら 起 算 し て 15 日 以内 と する 。 














(状況 報告 
第 10 補助 事業 者 は 、 四 半期 ご と に NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 遂行 状況 幸 
告 書 (様式 第 9 号 ) に より 、 知 事 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 

































































(立入 検査 等 ) 

第 11 知事 は 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 補 助 事 業者 (地方 自治 体 を 除く 。) 【 
し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職員 に 、 そ の 事務 所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 00 
類 そ の 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 質問 きせ る こと が で きる 。 

2 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 全部 又は 一 部 を 委託 に より 実施 する 場合 に お いて 、 当 該 委 
託 の 業務 を 行う 者 と 契約 を 締結 する に 当たっ て は 、 知 事 が 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る 
た め 、 当 該 委 託 の 業務 を 行う 者 に 対し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職員 に その 事務 
所 、 事業 場 等 に こ 立 ち 人 入り 、 帳 簿 書 類 そ の 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 
質問 させ る こと が で きる 電 の 条件 を 附 さ な けれ ば な ら な い 。 
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(前 金 払 ) 

第 12 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 前 金 払 を 請求 し よう と する と き は 、NPO 等 に よる 復興 支 
援 事業 費 補助 金 前 金 払 請求 書 (様式 第 10 号 ) を 知事 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 

2 前 項 の 前 金 払 は 、 補 助 金額 の 9 割 を 上 限 と する 。 
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書類 の 整備 等 ) 

第 13 補助 事業 者 は 、 本 補助 金 に 係る 収入 及び 支出 を 明らか に し た 帳 答 を 備え 、 か つ 、 当 
該 収入 及び 支出 に つい て の 証拠 書類 を 、 補 助 事業 完了 の 翌年 度 か ら 起算 し て 5 年 間 ( 当 
該 補助 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 に 係る 処分 の 制限 期間 が 5 年 を 超え 
る 場合 に あっ て は 、 当 該 処分 の 制限 期間 ) 保存 し な けれ ば な ら な い 。 





















































(財産 の 処分 及び 管理 ) 

第 14 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 に つい て 、 事 業 完 
了 後 に お いて も 善良 な 管理 者 の 注意 を も っ て 管理 する と と も に 、 本 補助 金 の 交付 の 目的 
に 従っ て その 効率 的 な 運用 を 図ら な けれ ば な ら な い 。 

2 補助 事業 者 は 、 補 助 事 業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 (1 件 当たり の 取得 
価格 又は 効用 の 増加 価格 が 50 万 円 未満 の 機械 、 句 具 及 び 備 品 を 除く 。) に つい て 、 処 分 
制限 期間 (減価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 に 関す る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省令 第 15 号 ) に 定 
め ら れ て いる 耐用 年 数 に 相当 する 期間 を いう 。 以 下 同じ 。) 内 に 知事 の 承認 を 受け ず に 
この 補助 金 の 交付 の 目的 以外 の 目的 の た め に 使用 し 、 談 渡 し 、 交 換 し 、 貸 し 付け 、 又 は 
DP お 
事 の 求め に 応じ て 、 使 用 状況 を 報告 する こと と する 。 

3 補助 事業 者 は 、 前 項 に 揚げ る 財産 で 、 処 分 制限 期間 を 経過 し な いも の に つい て 、 取 得 
財産 等 管理 台帳 (様式 第 11 号 ) その 他 関 係 書 類 を 整備 し 、 保 管 し な けれ ば な ら な い 。 

4 知事 は 、 補 助 事業 者 が 前 項 の 承認 を 得 て 財 産 を 処分 し た こと に より 収入 を 得 た と き は 

当該 収入 の 全部 又は 一 部 を 、 県 に 対し て 納付 させ る こと が ある 。 




























































































































































































(補助 金 の 収益 納付 ) 
第 15 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 成果 に 基づく 産業 財産 権 の 譲渡 又は それ ら の 実施 権 の 設 
定 、 出 資 に より 取得 し た 持分 に 対す る 財産 配分 等 に より 収益 が あっ た と き は 、NPO 等 
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に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 収益 状況 報告 書 (様式 第 12 号 ) に より 、 知 事 に 報告 し な け 
れ ば な ら な い 。 
2 知事 は 、 前 項 の 報告 に 基づき 、 相 当 の 収益 が ん 生じ た と 認め た と き は 、 交 付 し た 補助 多 
の 全部 又は 一 部 に 相当 する 和 額 を 納付 させ る も の と する 。 



















































































































































































( 補 則 ) 
第 16 この 要綱 に 定め る も の の ほか 、 必 要 な 事項 は 別に 定め る 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 25 年 7 月 16 日 か ら 施行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 26 年 5 月 23 日 か ら 施 行 す る 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 27 年 4 月 20 日 か ら 施行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 28 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 29 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 30 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 平 成 31 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 令 和 2 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
附則 
この 要綱 は 、 令 和 3 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
附則 
この 要綱 は 、 令 和 3 年 9 月 30 日 か ら 施 行 する 。 
附則 
この 要綱 は 、 令 和 4 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
別表 第 1 (第 2 関係 ) 
区 分 補助 対象 者 補助 対象 事業 
1 復興 枠 | 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 | 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 事業 
する 者 (1) 岩手 県 に お ける 復興 ・ 被 災 者 支援 

















(1) NPO 等 の うち 、 右 欄 | 又は 岩手 県 か ら 他 の 都 道 府 県 へ の 避難 
の 補助 対象 事業 に 合致 する | 者 に 対す る 支援 

取組 又は これ に 準じ る も の ア 避難 生活 を 送る 被災 者 等 の 見 守り 
を 行う も の や カウ ン セ リン グ 、 岩 炎 に より 日 常 
(2) (1) の 条件 を 満た す N 生活 に 支障 を 来たし て いる 被災 者 等 
PO 等 及び 地方 自治 体 を 構 の 支障 を 軽減 する た め の サ ポー ト と 
成員 に 含む 協議 体 で 、 そ の いっ た 被災 者 の 心 の ケア 、 健 康 ・ 生 















































規約 又は それ に 相当 する 文 
書 に お いて 、 以 下 の 5 つ の 
事項 を 定め て いる も の 

ア 協議 体 の 構成 員 、 事 務 
局 、 代 表 者 及び 代表 権 の 
範囲 

イ 協議 体 の 意志 決定 方 法 
ウ 協議 体 を 解散 し た 場合 
の 地位 の 承継 者 
エ 協議 体 の 事務 処 
会 計 処理 の 方 法 





























理 及 び 





























活 支援 に 向け た 取組 を 行う 事業 

イ 仮設 住宅 や 災害 復興 住宅 等 で の 被 
災 者 間 や 被災 者 と 行政 ・ 支 援 者 ・ 地 
元 住民 等 と の 連携 ・ 交 流 、 被 災 地 域 
こ お け る 自立 に 向け た 意見 交換 、 協 
働 等 の 場 づ さく り と いっ た コミ ュ ニ テ 
イィ 形成 等 の 復興 に 向け た 取組 (た だ 
し 、 将 来 の 災害 の 備え や 地域 振興 策 
に 係る 取組 は 除く 。) を 行う 事業 

(2) 原子 力 災 害 に 係る 岩手 県 に 対す る 

風評 被害 対策 の 取組 を 行う 事業 







































































オ その 他 協 議 体 の 運営 に [(3) 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NPO 等 
関し て 必要 な 事項 の 取組 を ノウ ハウ や 情報 の 提供 等 に よ 
り 支援 する 取組 (中 間 支 援 の 取組 ) を 
行う 事業 
2 一 般 梓 | 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 | 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 事業 
する 者 (1) 地方 自治 体 と の 協 働 
(1) NPGO 等 の うち 、 以 下 EE 
の 2 つの 条件 を 満た す も の 分 野 に お ける 活動 を NPO 等 が 地方 自 
ア 右 欄 の 補助 対象 事業 に 治 体 と 協 働 し て 行う 事業 








合致 する 取組 又は これ に 
準じ る も の を 行う も の 
イ 県 内 に 主たる 事務 所 若 

し く は その 他 の 事務 所 又 
に 準じ る も の を 世 
くも の 
(2) (1) の 条件 を 満た す N 
PO 等 及び 地方 自治 体 を 構 
成員 に 含む 協議 体 で 、 そ の 
規約 又は それ に 相当 する 文 
書 巡 お いて 、 以下 の 5 づつ の 
事項 を 定め て いる も の 
ア 協議 体 の 構成 員 、 事 務 
局 、 代 表 者 及び 代表 権 の 
範囲 
イ 協議 体 の 意志 決定 方 法 
ウ 協議 体 を 解散 し た 場合 
の 地位 の 承継 者 
エ 協議 体 の 事務 処 
会 計 処 理 の 方 法 



























































理 及 び 




















(2) 中 間 支 援 団 体 に よる 支援 
中 間 支 援 N PO 等 が 他 の 団体 を 支援 
する た め の 事 業 
(3) 企業 と の 連携 
企業 の C SR 活動 と 連携 する 事業 





























オ その 他 協 議 体 の 運営 に 
関し て 必要 な 事項 




















別表 第 2 (第 3 関係 ) 








区 分 要件 等 








1 補助 対 |(1) 人 件 費 (補助 事業 者 が 協議 体 で ある 場合 、 行政 機関 の 職員 に 係る 人 
象 経費 件 費 を 除く 。) 
(2) 諸 謝 金 (外部 講師 等 ) 
(3) 旅費 (職員 、 外 部 講師 等 ) 
(4) 消耗 品 費 (購入 単価 3 万 円 未満 の も の ) 
(5) 印刷 製本 費 
(6) 通信 運搬 費 
(7) 使用 料 及 び 会 場 借 料 
(8) 募集 広告 費 
(9) 委託 費 
(10) その 他 知 事 が 必要 と 認め る 経費 (施設 等 の 整備 費 、 設備 備品 購入 費 
(購入 単価 3 万 円 以上 の も の ) を 含む 。) 
な お 、N PO 等 の 運営 に 必要 な 経常 的 な 経費 に つい て は 対象 か ら 除 
くも の と する 。 また 、 事業 に 必要 な 施設 や 設備 備品 に つい て は 、 原則 、 
賃借 や リー ス で 対応 する こと と する が 、 や む を 得 ず 施設 等 の 整備 や 設 
備 備品 の 購入 を 行う 場合 は 、 経費 の 支出 が 当該 事業 の 趣旨 に 合致 する 
と と も に 、 当 該 事業 の 実施 に 当たっ て 真 に 必要 不可 欠 で あり 、 事 業 終 
了 後 の 扱い が 明らか か つ 確 実 な も の に 限る こと と し 、 上 限 額 は 一 つの 
事業 に つき 、 そ の 事業 経費 の 1/2 以内 と する 。 
























































































































































2 補助 金 |(1) 復興 枠 
経費 に 相当 する 額 の 9/10 以内 の 額 と する 。 

た だ し 、1 事業 ご と の 補助 金 の 上 限 額 は 6, 750 千 円 と する (消費 税額 
等 を 含む 。)。 な お 、 本 事業 に よる 補助 を 受け た こと の ある 補助 事業 者 に 
対す る 1 事業 ご と の 補助 金 の 上 限 額 は 5, 940 千 円 と する (消費 税額 等 を 
含む 。)。 

(2) 一 般 枠 

経費 に 相当 する 額 の 8/10 以内 の 額 と する 。 

た だ し 、1 事業 ご と の 補助 金 の 上 限 額 は 800 千 円 と する (消費 税額 等 
を 含む 。) 。 








DN 
強 













































































CO 
IT 
山 
) 


補助 事業 者 は 、 補助 対象 事業 の 経費 の 一 定 割合 (復興 枠 は 経費 の 1/10、 
担 一 般 枠 は 経費 の 2/10) 以上 に つい て 自己 負担 する こと と し 、 会費 、 寄 附 
金 、 助成 金 等 に よる 現金 収入 を 充 て る こと と する 。 た だ し 、 当該 現金 収入 
(当該 事業 へ の 充当 が 適当 で な いと 認め られ る 収入 は 控除 する 。) の み で 
は 自己 負担 額 が 不足 する 場合 に 限り 、 当 該 補助 事業 者 以外 か ら 提供 され 










































































に 充て る こと を 認め る こと と し 、 その 範囲 及び 金銭 換算 の 基準 (単価 設定 
等 ) に つい て は 、 別 に 定め る 。 
また 、 補 助 事業 に よる 収益 又は 補助 事業 と 明確 に は 区 分 で き な い 収益 
は 、 そ の 全額 を 自己 負担 額 に 充て る こと と する 。 































































































































































































































































































別表 第 3 (第 4 関係 ) 
条項 提出 書類 及び 添付 書類 求 式 提出 部 数 | 提出 期日 
規則 第 4 条 | NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 | 第 1 号 1 部 別に 定め 
の 規定 に よ | 補助 金 交 付 申 請書 6 
る 書類 1 事業 計画 書 
(復興 枠 第 2 一 1 号 | 1 部 
第 2 一 1 号 
別紙 1 部 
(一 般 枠 第 2 一 2 号 | 1 部 
2 収支 予算 書 第 3 号 1 部 
3 資金 計画 書 任意 1 部 
規則 第 6 条 | N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 | 第 4 号 1 部 当該 事業 
第 1 項 第 1 | 補助 金 事業 変更 (中 止 、 廃 止 ) の 変更 (中 
ぢ 、 第 2 号 | 申請 書 止 、 廃 止 ) 
及び 第 3 号 | 1 事業 計画 書 を 行う 日 の 
の 規定 に よ (復興 枠 ) 第 2 一 1 号 | 1 部 14 日 前 まで 
り 承認 を 受 第 2 一 1 号 
ける 場合 の 別紙 1 部 
書類 (一 般 枠 ) 第 2 一 2 与 | 1 部 
2 収支 予算 書 第 3 号 1 部 
3 資金 計画 書 任意 1 部 
規則 第 13| NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 第 5 号 1 部 別に 定め 
条 第 1 項 の | 補助 金 請求 (精算 ) 書 入 。 
規定 に よる 
書類 NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 | 第 6 号 1 部 
科 助 金 事 業 実績 報告 書 
1 事業 成果 等 の 報告 
(復興 枠 第 7 一 1 号 | 1 部 
(一 般 枠 ) 第 7 一 2 号 | 1 部 
2 収支 精算 書 第 3 号 1 部 






































































































































































































































































































































































































































要綱 様式 第 1 号 (別表 第 3 関係 ) 
第 号 
年 月 
岩手 県 知事 様 
補助 事業 者 
主たる 事務 所 の 所 在 地 
事業 者 名 
代表 者 の 役職 名 及び 氏名 
N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 交付 申請 書 
令 和 年 度 に お いて 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 を 実施 し た い の で 、 関 係 書 類 を 添え て 、 
次 の と お り 補 助 金 の 交付 を 申請 し ます 。 
記 
1 事業 名 
2 交付 申請 額 金 
3 添付 書類 

(1) 業 計 画 書 (様式 第 2 一 1 号 又 は 第 2 一 2 号 ) 

(2) 収支 予算 書 (様式 第 3 号 ) 

(3) 資金 計画 書 (任意 様式 ) 

(4) その 他 参 考 と な る 資料 

【 振 込 先 情報 】 

金融 機関 名 ・ 支 店 名 座 番 号 名 義人 
較 還 (カナ 名 義 ) 
銀行 ・ 信 金 ・ 本 店 ・ 支 店 | (日 座 名 義 ) 
農協 ・ 漁 協 。 | 出張 所 
注 通帳 等 の 写し を 添付 する こと 。 


























Hy 
| 
am 
] 
































N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 計画 書 (復興 枠 ) 

記 

1 補助 事業 者 情報 ( 口 還 の ある 欄 に つい て は 、 該 当 の 口 に レ 印 を 付す こと 。 以 下 同様 ) 
(1) NPO 等 (協議 体 と し て 実施 する 場合 で 複数 の N PO 等 が 協議 体 の 構成 員 に 含ま れる と き は 、 当 該 
事業 の 主 担当 と な る も の に つい て 記載 ) 




















































































































































































































































































































































































































































































































特定 非 営 利 活動 法人 公益 法人 社会 福祉 法人 
団体 の 種類 | 口 学校 法人 地縁 組織 協同 組合 

その 他 ( ) 任意 団体 (法人 格 な し ) 
団 体 名 
主たる 事務 所 の | 〒 
所 在 地 
本 件 の 担当 者 名 
電 話 番 号 
ダー ル ア 選 レ 多 @ 

既に 開示 済み (ホー ムペ ー ジ URL を 以下 に 記載 ) 
情報 開示 の 状況 ( ) 
今後 開示 予定 ( 年 月 頃 開示 予定 ) 

団体 設立 年 月 日 年 月 日 
法人 設立 年 月 日 年 月 日 (該当 する 場合 の み ) 
活 動 的 
に 、 ※ 岩手 県 内 の 場合 は 市 町 村 名 、 そ れ 以 外 は 都 道 府 県 名 を 記載 
主たる 活動 範囲 
会 員 (社員 ) 数 名 
日 ui 名 給 非常 勤 名 

無給 常勤 及び 無給 非常 勤 名 
本 の 百 万 円 _ _ 

( 年 月 日 一 年 月 ) 

(2) 協議 体 (協議 体 と し て 実施 する 場合 の み 記 載 ) 








協 議 体 名 


























_ 地方 自治 体 及 び 
構成 員 の 名 称 | 
部 : II 
その 他 の 団体 


























(株 式 会 社 等 ) 








主たる 事務 所 の 
所 在 地 
本 件 の 担当 者 名 


ゴ | 























メー ル ア ド レス @ 
代表 者 が 定め られ て いる こと 。 
確 認 項 目 補助 金 交付 要綱 別表 第 1 中 欄 に 掲げ る 協議 体 の 規約 等 が 作成 され て いる こ 
※ すべ て に 該 と (当該 規約 等 を 添付 する こと 。)。 


































































































当 す る こと が 規約 等 に 定め る と ころ に より 、 一 の 手続 に つき 複数 の 者 が 関与 する 等 、 事務 
必 要 | 手続 に 係る 不正 を 未然 に 防止 する 仕組 み と な っ て お り 、 か つ 、 そ の 執行 体制 が 
整備 され て いる こと 。 
事業 計画 等 
事 業 名 











詳細 は 、 要 綱 様 式 第 2 一 1 号 (別表 第 3 関係) 別紙 の と お り 。 
補助 事業 と し て の 要件 等 の 確認 (自己 申告 ) 

当該 事業 は 、 下 記 の 事項 に 該当 する こと を 申告 し ます 。 

※ すべ て の 項目 に 該当 する こと が 必要 















































復興 ・ 被 災 者 文 援 に 資す る こと 。 











事業 実施 に あたり 、 多 様 な 担い 手 (NPO 等 、 企 業 、 行 政 を 可能 な 限り 含み 、 そ の 構成 メン バー に つ 


【 














いて は 幅広 い 参画 を 目標 と する 。) が 協 働 し て 会 議 組 織 を 立ち 上 げ 、 取 組 を 進め る こと 。 















































事業 成果 が 一 時 的 な が も の と な ら な いよ うに 、 当 該 事 業 終 了 後 も 会 議 組織 を 活用 し た 取組 を 継続 させ る 














予定 で ある こと 。 
経費 及び 補助 金額 







































































補助 金額 補助 金額 ,000 円 ノ 経費 円 
ノ 経 費 |= % 








(1) 〇 〇 O 〇 の た め の 〇 〇 O 〇 に 係る 経費 
内 訳 OOOO、OO の OO 
(2) 〇 〇 O 〇 の た め の 〇 〇 O 〇 に 係る 経費 
経費 内 内 訳 O 〇 OOO、OO の OO 
(3) 〇 OO 〇 の た め の 〇 〇 O 〇 に 係る 経費 
R OOOO、 OOOO 


ul 




















+ 
ul 








※ 協議 体 と し て 実施 する 場合 の み 記載 


補助 金 の 配分 











添付 書類 

(1) 補助 事業 者 (協議 体 の 場合 、 協 議 体 の 構成 員 の うち すべ て の NPO 等 ) の 定款 又は 規約 、 事 3 
書 又 は 活動 内 容 が 分 か る 資料 、 前 年 度 の 決算 書類 

(2) 協議 体 が 補助 事業 を 実施 する 場合 、 協 議 体 の 規約 等 














帆 
im 
3 生 









































(3) その 他 参 考 と な る 書類 


注 各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 する こと 。 











要綱 様式 第 2 一 1 号 (別表 第 3 関係 ) 別紙 











NPO 等 に よる 復興 文 援 事業 費 補助 金 事業 の 概要 (復興 枠 ) 
(1)- ※ 補助 事業 者 は 記載 不要 


Jlml 























明 
隊 














疫 | 隙 
湯 } 
| dh 








協議 体 又は 会 
議 組 織 の 体 


制 、 役 割 分 揚 


※ 全て の 構成 員 と その 役割 に つい て 記載 
※ 事業 実施 に 当たっ て 協 働 する 団体 等 に つい て も 記載 



































補助 事業 者 と 












































役割 分担 
地方 自治 体 と 
の 連携 方 法 
取組 実施 地域 





※ 複数 に チェ ッ ク 可 

: 被災 者 の 心 の ケア 、 健 康 ・ 生 活 支 援 に 向け た 取組 

: コミ ュ ニ ティ 形成 等 の 復興 に 向け た 取組 

: 原子 力 災 害 か ら の 復興 に 向け た 取組 

: 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NPO 等 に 対す る 中 間 支 援 の 取組 

実施 期間 年 日 で 年 。 月 

※ 事業 の 目的 や 実施 する 内 容 に つい て 、 それ ぞ れ 100~150 字 程 度 
で 簡潔 に 記載 

【 目 的 】 












































OO A 



































nl 


















































笛 
河 
還 
畑 


※ 事業 の 必要 性 が 分 か る よう に 200 字 程 度 で 簡潔 に 記載 











笛 
潤 
S 
Ps 


取組 概要 


※ 客観 的 な 達成 状況 の 測定 が 可能 と な る よう 、 定 量 的 な 目標 値 を 
積極 的 に 記載 

※ 成果 目標 の 設定 に 当たっ て は 、 直 接 的 な 効果 (アウ ト プ ッ ト 

事業 の 成果 尾 ( 例 : 実 施 回 数 、 参 加 者 数 、 支 援 数 等 )) と 、 波 時 効果 (アウ 

目 県 トカ ム 目 標 ) を 記載 



































































































































※ 活動 内 容 、 実 施 年 月 日 、 実 施 場所 、 参 加 者 数 (の 予定 

る よう に 記載 
※ 前 年 度 採 択 団体 で 同様 の 取組 を 実施 する 場合 は 、 前 年 度 の 取組 
実施 計画 | か ら 発展 し た 部 分 等 が 分 か る よう に 記載 











ュ ン 
で 
wz 
> 
Po 
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※ 事業 費 の 総額 及び その 内 訳 (人 件 費 、 諾 謝金 、 旅 費 、 消 耗 品 費 、 印 刷 製本 費 、 
通信 運搬 費 、 使 用 料 及び 会 場 借 料 、 委 託 費 等 ) に つい て 記載 

事業 費 と |※ 様式 第 3 号 の 支出 の 欄 の 記載 と 一 致 さ せる こと 

そ の 内 




















Ss 



























































※ 本 事業 の 見 込ま れる 成果 を 踏ま えた 補助 事業 終了 後 の 活動 計画 に つい て 記載 
※ 自己 負担 と する 資金 の 調達 方 法 及 び 事 業 実施 年 度 以降 本 事業 を 受け な く て も 取 
事業 実施 年 度 | 組 を 継続 させ る た め に 必要 な 資金 調達 方 法 を 、 助 成金 、 寄 付 金 等 の 手段 別に 具体 
以降 の 方 針 | 的 に 記載 














































































































※ 補助 事業 者 は 記載 不要 








備 考 














注 各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 する こと 。 

















Hy 
| 
am 
] 






































N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 計画 書 (一 般 枠 ) 

記 

1 補助 事業 者 情報 ( 口 是 の ある 欄 に つい て は 、 該 当 の 口 に レ 印 を 付す こと 。 以 下 同様 ) 
(1) NPO 等 (協議 体 と し て 実施 する 場合 で 複数 の NPO 等 が 協議 体 の 構成 員 に 含ま れる と き は 、 当 該 
事業 の 主 担当 と な る も の に つい て 記載 ) 
































































































































































































































































































































































































































































































































特定 非 営利 活動 法人 公益 法人 社会 福祉 法人 
団体 の 種類 | 口 学校 法人 地縁 組織 協同 組合 

その 他 ( ) 任意 団体 (法人 格 な し ) 
団 体 名 
主たる 事務 所 の | 〒 
所 在 地 
本 件 の 担当 者 名 
電 話 番 号 
ダー ル ア 選 レ 多 @ 

既に 開示 済み (ホー ムペ ー ジ URL を 以下 に 記載 ) 
情報 開示 の 状況 ( ) 
今後 開示 予定 ( 年 月 頃 開示 予定 ) 

団体 設立 年 月 日 年 月 日 
法人 設立 年 月 日 年 月 日 (該当 する 場合 の み ) 
活 動 的 
に ※ 市 町 村 名 を 記載 
主たる 活動 範囲 
会 員 (社員 ) 数 
li 名 給 非常 勤 名 

無給 常勤 及び 無給 非常 勤 名 
収 益 総 EE 百 万 円 

( 年 月 日 一 年 月 ) 

(2) 協議 体 (協議 体 と し て 実施 する 場合 の み 記 載 。(1) の 記載 内 容 と 重複 する 項目 は 省略 可 ) 





協 議 体 名 








構成 員 の 名 称 















































(株 式 会 社 等 ) 
































主たる 事務 所 | 〒 

の 所 在 地 

本 件 の 担当 者 名 

電 話 番 号 

メー ル ア ド レス @ 














代表 者 が 定め られ て いる こと 。 

E 認 項 目 補助 金 交付 要綱 別表 第 1 中 欄 に 掲げ る 協議 体 の 規約 等 が 作成 され て いる こ 
※ すべ て に 該 と (当該 規約 等 を 添付 する こと 。)。 

当 吾 る こと が 規約 等 に 定め る と ころ に より 、 一 の 手続 に つき 複数 の 者 が 関与 する 等 、 事 務 
必 要 | 手続 に 係る 不正 を 未然 に 防止 する 仕組 み と な っ て お り 、 か つ 、 そ の 執行 体制 が 
整備 され て いる こと 。 











































































































※ 全て の 構成 員 と その 役割 に つい て 記載 
※ 事業 実施 に 当たっ て 協 働 する 団体 等 に つい て も 記載 

















協議 体 又は 会 
議 組 織 の 体 





制 、 役 割 分 揚 





区 百 コ フリ イモ 
役割 分 担 















































港 
避 

財 
mm 


日 て 年 月 
※ 事業 の 目的 や 実施 する 内 容 に つい て 、 それぞれ 100~150 字 程 度 
で 簡潔 に 記載 









































Jlml 





『 業 概要 


※ 事業 の 必要 性 が 分 か る よう に 200 字 程 度 で 簡潔 に 記載 








取組 概要 





笛 
潤 
S 
Ps 


※ 客観 的 な 達成 状況 の 測定 が 可能 と な る よう 、 定 量 的 な 目標 値 を 
積極 的 に 記載 

※ 成果 目標 の 設定 に 当たっ て は 、 直 接 的 な 効果 (アウ ト プ ッ ト 
標 ( 例 : 実施 回 数 、 参 加 者 数 、 支 援 数 等 )) と 、 波 及 的 効果 ( ア 































































































3 


4 


注 


























(直接 、 委 託 、 
助成 な ど ) 





目標 ) を 記載 











※ 活動 内 容 、 実 施 年 月 日 、 
る よう に 記載 















































※ 本 事業 の 見 込ま れる 成果 を 踏ま えた 祖 

















B 助 事業 終了 後 の 活動 計画 に つい て 記載 






































経費 の 内 











補 助 < 
経 








邊 助 金 額 




















% 




















\ 
議 
2 














, 000 円 





経 費 内 


ul 
兆 


(1) 
内 
(2) 
内 
(3) 
内 


ul 


ul 








ul 


OOO の た め の O 〇 OO に 係 
KR OOOO OOOO 
OOO の た め の O 〇 OO に 係 
KR OOOO OOOO 
OOO の た め の O 〇 OO に 係 
R OOOO,、 OOOO 

















補助 金 の 配分 








※ 協議 体 と し て 実施 する 場合 の み 記載 








添付 書類 


(1) 








En 














款 又は 規約 、 


B 助 事業 者 (協議 体 が 補助 
又は 活動 内 容 が 分 か る 資料 、 前 年 度 の 決算 書類 





(2 ) 








HB 








ln 


事業 報告 書 
] 事 業 を 実 】 

















協議 体 が 
(3) 


その 他 参 考 と な る 書 到 


施す る 場合 、 協 議 体 の 規約 





業 を 実施 する 場合 は 、 協 議 体 の 構成 員 の うち すべ て の N PO 等 ) の 























A た 


= 





各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 する こと 。 


| 


地 





生 1 





生 2 





ト 式 第 3 号 (別表 第 3 関係 ) 














































































































































































































































































































































































































各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 する こと 。 


年 月 
補助 事業 者 名 
収支 予算 (精算 ) 書 
事業 名 
入 (単位 : 円 ) 
予算 額 
(変更 後 予算 額 ) (予算 額 ) 比較 記 
(精算 額 ) 
(&) (B) (A) -) 
助 金 
己 負担 
支出 (単位 : 円 ) 
予算 額 
(変更 後 予算 額 ) (予算 額 ) 比較 本 考 
(精算 額 ) 
(⑳) (B) (A)-(B) 
① 人 件 費 
② 庄 謝 金 
③ 旅費 
④ 消耗 品 費 
⑤ 印刷 製本 費 
⑥ 通信 運搬 タ 
会 場 借 料 
募集 広告 費 
⑨ 委託 費 
⑩ その 他 知 事 
が 必要 と 誰 
る 経費 
計 
「 備 考 」 に は 、 各 項目 の 内 容 等 を 記載 する こと 。 


要綱 様式 第 4 号 (別表 第 3 関係 ) 




























































































































































































第 号 
年 。 月 日 
岩手 県 知事 様 
補助 事業 者 
主たる 事務 所 の 所 在 地 
事業 者 名 
代表 者 の 役職 名 及び 氏名 
NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 変更 (中 止 、 廃 止 ) 申請 書 
令 和 年 ] 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 の 決定 の 通知 が あっ た N PO 等 に よる 




















復興 支援 事業 費 補 助 金 事 業 の 実施 に つい て 、 次 の と お り 変 更 
規則 に より 、 関 係 書類 を 添え て 、 承 認 を 申請 し ます 。 
記 























(中 止 、 廃 止 ) し た い の で 、 岩 手 県 補助 金 交 付 















































Ne) 
汐 
nl 
IM 
ul 


請 額 金 ] 


3 変更 (中 止 、 廃 止 ) の 内 容 及 び 理 由 












































4 添付 書類 

(1) 事業 計画 書 (様式 第 2 一 1 号 又 は 第 2 一 2 号 ) 
(2) 収支 予算 書 (様式 第 3 号 ) 

(3) 資金 計画 書 (任意 様式 ) 

(4) その 他 参 考 と な る 資料 

































































要綱 様式 第 5 号 (別表 第 3 関係 ) 























手 県 知事 相 


の 








NE 


NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 





























補助 事業 者 
主たる 事務 
事業 者 名 


代表 者 の 役 















































所 の 所 在 地 


職名 及び 氏名 

















令 和 年 日 付け 岩手 県 指令 第 
































1 事業 名 
2 交付 請求 (精算 ) 申請 額 
(内 訳 ) 交付 決定 額 






























































\ 
回 
翌 





【 振 込 先 情報 】 


受 受 了 肢 和 著 
































記 


請求 (精算 ) 



































ee SA < 遇 。 己 





Im 


Tl 





普 


B 助 金 を 請求 し ます 。 


dh 

















号 で 補助 金 の 交付 の 決定 の 通知 が あっ た NPO 等 に よる 
復興 支援 事業 費 補 助 金 事業 が 完了 し た の で 、 関 係 書 類 を 添え て 、 次 の と お り 相 








金融 機関 名 ・ 文 店 名 

















名 義人 





本 店 ・ 支 店 ・ 
農協 ・ 漁 協 出張 所 

















Ei 
戸 


当座 


















































し を 添付 する こと 。 
































注 様式 第 1 号 又は 様式 第 10 号 に より 









































届け 出 て いる 振込 先 情報 に 変更 が ある 場合 の み 記入 し 、 通 則 


注 精算 の 結果 、 交 付 を 受け る 補助 金 が な い 場合 は 、「 請 求 」 を 「 精 算 」 と 記載 する こと 。 























要綱 様式 第 6 号 (別表 第 3 関係 ) 




















の 








手 県 知事 相 





NE 


第 号 
年 月 日 

















補助 事業 者 








事 き 





主たる 事務 所 の 所 在 地 


者 名 

















代表 者 の 役職 名 及び 氏名 


NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 実績 報告 



































令 和 年 日 付け 岩手 県 指令 
復興 支援 事業 費 補助 金 事業 の 実績 に つい て 、 




















1 事業 名 
2 添付 書類 
































咽 






































第 号 で 補助 金 の 交付 の 決定 の 通知 が あっ た NPO 等 に よる 
関係 書類 を 添え て 、 報 告 し ます 。 
記 

















(1) 事業 成果 等 の 報告 (様式 第 7 一 1 号 又は 第 7ー2 号 ) 











(2) 収支 精算 書 (様式 第 3 号 ) 
(3) その 他 参 考 と な る 資料 




















要綱 相 


E 式 第 7 一 1 号 (別表 第 








3 関係 ) 









































Hy 
I 
















































































































































































































































































































































































































































































NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 事業 成果 等 の 報告 (復興 枠 ) 
整理 番号 | (1)- ※ 補助 事業 者 は 記載 不要 
事 業 名 
※ 補助 事業 者 が 協議 体 の 場合 は 、 全 て の 構成 員 を 記載 する と と も に その 役割 に つ 
補助 事業 者 と | いて 記載 
役 割 分 担 |※ 事業 実施 に 当たっ て 協 働 し た 団体 等 に つい て も 記載 
取組 実施 地域 
実施 期間 年 月 日 て 年 
※ 複数 に チェ ッ ク 可 
① : 被災 者 の 心 の ケア 、 健 康 ・ 生 活 支援 に 向け た 取組 
取 組 分 野 | 口 ②⑦: コ ミュ ニテ ィ 形 成 等 の 復興 に 向け た 取組 
③ : 原子 力 災害 か ら の 風評 被害 対策 の 取組 
口 ④ : 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う NPO 等 に 対す る 中 間 支 援 の 取組 
※ 事 業 の 目的 や 実施 し た 内 容 に つい て 記載 
【 目 的 】 
MD 
※ 活 動 内 容 、 実 施 年 月 日 、 実 施 場所 、 数 値 (参加 者 数 等 ) が わか る よう 記載 
※ 事業 費 の 総額 及び その 内 訳 (人 件 費 、 諾 謝金 、 旅 費 、 消 耗 品 費 、 印 刷 製本 費 、 
ーー 通信 運搬 費 、 使 用 料 及 び 会 場 借 料 、 委 託 費 等 ) に つい て 記載 
_ |※ 様式 第 3 号 の 支出 の 欄 の 記載 と 一 致 さ せる こと 
その 内 
※ 本 事業 に よっ て 得 ら れ た 成果 に つい て 、 事 業 計画 書 別紙 の 取組 概要 の 「 事 業 の 
成果 目標 」 に 対す る 達成 状況 を 、 直接 的 な 効果 (アウ ト プ ッ ト ) と 波及 的 効果 ( ア 
ウト カム ) の 観点 か ら 、 客 観 的 に 評価 で きる 数 値 指標 等 を 可能 な 限り 含め て 記載 
事業 の 成果 
※ 本 事業 の 成果 を 踏ま えた 補助 事業 終了 後 の 取 組 の 方 針 に つい て 記載 
に ※ 事業 実施 年 度 以降 本 事業 を 受け な く て も 取組 を 継続 させ る た め に 必要 な 資金 調 
達 方 法 に つい て も 、 助 成金 、 寄 付 金 等 の 手段 別に 具体 的 に 記載 
以降 の 方 針 

















※ 該当 する 評価 に チェ ッ ク 
























































被災 地 の 復 興 ・ 被 災 者 支援 に 関し て 、 
A : 特に 優れ た 成果 が 得 ら れ た 
B : 優れ た 成果 が 得 ら れ た 

評 価 | 口 C : 一 定 の 成果 が 得 ら れ た 
D : 限定 的 で ある が 成果 が 得 ら れ た 
E : 成果 が 得 ら れ な か っ た 






























































各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡 ガ 





に まる こよ 。 








要綱 様式 第 7ー2 号 (別表 第 3 関係 ) 


Hy 
| 
am 
] 


























ネト 


邊 助 事 業者 名 





























NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 事業 成果 等 の 報告 (一 般 枠 ) 





























事 業 名 









































※ 補助 事業 者 が 協議 体 の 場合 は 、 全 て の 構成 員 を 記載 する と と も に その 役割 に つ 
補助 事業 者 と いて 記載 
役 割 分 担 |※ 事業 実施 に 当たっ て 協 働 し た 団体 等 に つい て も 記載 































































































取組 実施 地域 

実施 期間 年 。 月 目 3 年 月 
※ 事業 の 目的 や 実施 し た 内 容 に つい て 記載 
【 目 的 】 

取組 概要 


【 実 施 内 容 】 
※ 活 動 内 容 、 実 施 年 月 日 、 実 施 場所 、 数 値 (参加 者 数 等 ) が わか る よう 記載 


















































※ 本 事業 に よっ て 得 ら れ た 成果 に つい て 、 事 業 計画 書 の 2 「 事 業 計画 等 」 の 「 取 
組 概要 」 の 「 事 業 の 成果 目標 」 に 対す る 達成 状況 を 、 直 接 的 な 効果 (アウ ト プ ッ 
ト ) と 波及 的 効果 (アウ トカ ム ) の 観点 か ら 、 客 観 的 に 評価 で きる 数 値 指標 等 を 


可能 な 限り 含め て 記載 


















































事業 の 成果 





※ 今後 の 取組 実施 の 方 針 に つい て 記載 























注 各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 する こと 。 


要綱 様式 第 8 号 (第 7 関係 ) 





選 
dh 























手 県 知事 相 


の 








NE 








補助 事業 者 
主たる 事務 所 の 所 在 地 
事業 者 名 

者 の 役職 名 及び 氏名 







































































内 











N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 消費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 書 
令 和 年 日 付け 岩手 県 指令 第 号 に より 交付 決定 通知 の あっ た N PO 等 に よる 復興 支援 
事業 費 補 助 金 に つい て 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 交付 要綱 第 7 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 





































































































































































































報告 し ます 。 
記 

1 交付 決定 額 

金 ] 
2 補助 金 の 確定 時 に お ける 消費 税 等 仕 入 控除 税額 

金 ] 
3 消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 申告 に より 確定 し た 消費 税 等 仕 入 控除 税額 
4 返 本 相当 額 (3 一 2) 











注 参考 と な る 資料 を 添付 する こと 。 











要綱 様式 第 9 号 (第 10 関係 ) 























NE 


手 県 知事 
































N PO 等 に よる 復興 支 
日 付け 岩手 県 








の 中 


























補助 事業 者 
主たる 事務 


事業 者 名 





















































金 事業 に つい て 、 














援 事業 費 補助 金 


所 の 所 在 } 


3 














計 で 相 








代表 者 の 役職 名 及び 氏名 





目 令 
事業 遂行 状況 を 下記 の と お り 報 告 し ます 。 


事業 遂行 状況 報告 書 
有 助 金 の 交付 の 決定 の 通知 の あっ た N PO 等 に よる 














絹 


di 






































































































































記 
1 事業 名 
2 事業 の 遂行 状況 
実 施 済 
今後 予定 
3 事業 に 係る 収支 の 状況 (単位 : 円 ) 
予算 額 執行 済 額 執行 予定 額 執行 額 計 過 不 足 
(a) (b) (c) (b)+(c) (a)- {(b)+(c)} 
合計 
事業 の 完了 予定 年 月 
変更 前 年 上 日 
変更 後 年 月 日 
計画 どおり で な い 場 合 、 そ の 理由 ( 過 不 足 の 理由 を 含む ) 



































各 記 入 欄 は 、 必 要 に 応じ て 拡大 3 
























































要綱 様式 第 10 号 (第 12 関係 ) 





半 
di 
















































































































































































































































































岩手 県 知事 様 
補助 事業 者 
主たる 事務 所 の 所 在 地 
事業 者 名 
代表 者 の 役職 名 及び 氏名 
NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補 助 金 前 金 払 請求 書 
令 和 年 ] 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 の 決定 の 通知 が あっ た N PO 等 に よる 
復興 支援 事業 費 補助 金 事業 の 実施 に つい て 、 補 助 金 の 前 金 払 を 受け た い の で 、 次 の と お り 請 求 し ます 。 
記 
1 事業 名 
2 交付 請求 額 金 ] 
(内 訳 ) 交付 決定 額 金 
受領 済 額 金 ] 
今回 請求 額 金 
差引 残額 金 ] 
3 理由 



























































(1) 資金 計画 書 (任意 様式 ) 

注 様式 第 1 号 、 様 式 第 4 号 又 は 今年 度 提出 済み の 様式 第 10 号 の 添付 書類 と し て 県 に 届け 出 て いる 資金 
計画 か ら 変 更 が ある 場合 の み 添付 する こと 。 

(2) その 他 参 考 と な る 資 





































































































【 振 込 先 情報 】 
金融 機関 名 ・ 支 店 名 ロ 座 番号 
押 諾 芝 症 導 (カナ 名 義 ) 
普通 
銀行 ・ 信 金 ・ 本 店 ・ 支 店 ・ | | | | | | (口座 名 義 ) 
農協 ・ 漁 協 出張 所 Ui ま 衣 || 排 涯 1 







































































注 様式 第 1 号 又は 今年 度 提出 済み の 様式 第 10 号 に より 届け 出 て いる 振込 先 情報 に 変更 が ある 場合 の み 記 
入 し 、 通 帳 等 の 写し を 添付 する こと 。 








要綱 様式 第 11 号 (第 14 関係 ) 





























































































































































































































N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 取得 財産 等 管理 台帳 
a 補助 事業 名 代 表 者 
1 補助 事業 者 住所 氏名 
数 量 | 単価 (円 ) | 金額 (円) a 耐用 年 数 ER 
区 分 財産 名 規格 取得 年 月 日 保管 場所 交付 率 | 備考 
(A) (B) (A) x (B) 年 ) 


















































































































































注 1 補助 事業 に より 取得 し 又は 効用 の 増加 し た 財産 (1 件 あたり の 取得 価格 又は 効用 の 増加 額 が 50 万 円 未満 の 機械 、 器 具 及 び 備 品 を 除く 。) を 記載 する こと 。 















































































































































注 2 財産 名 の 区 分 は 、( ア ) 事 務 用 品 備品 、( イ ) 事 業 用 備品 、( ウ ) 書籍 、 資 料 、( エ ) 無体 財 産 権 (工業 所 有 権 等 )、( オ ) その他 の 物件 (不動 産 及 びそ の 従 物 ) と す 















































注 3 数量 は 、 同 一 規格 で あれ ば 一 括 し て 記載 し て 差し 支え な い 。 単価 が 異な る 場合 は 分 割 し て 記載 する こと 。 























=) 












































注 4 耐用 年 数 は 、「 減 価 償 却 資 産 の 耐用 年 数 等 に 関す る 省令 」 (昭和 40 年 大 蔵 省 令 第 15 号 ) に より 記載 する こと 。 






















































































mm 





I 












































主 5 耐用 年 数 期間 内 に 財産 の 処分 を 行う 場合 は 予め 岩手 県 知事 の 承認 を 受け 、 処 分 後 は 、 備 考 欄 に 処分 内 容 を 記載 する こと 。 
生 6 事業 完了 時 及び 財産 の 異動 が あっ た 際 は 、 取 得 財産 等 管理 台帳 の 写し を 岩手 県 知事 に 提出 する こと 。 ま た 、 取 得 財産 等 管理 台帳 は 、 補 助 事業 者 に お いて 事業 
の 完了 し た 日 の 属す る 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 (処分 制限 期間 が 5 年 を 超え る 場合 に あっ て は 、 当 該 処 分 制限 期間 ) 、 保 管 す る こと 。 

























































































































































































要綱 様式 第 12 号 (第 15 関係 ) 





半 
di 






































手 県 知事 相 


の 





NE 





補助 事業 者 
主たる 事務 所 の 所 在 地 
事業 者 名 


者 の 役職 名 及び 氏名 
























































内 














NPO 等 に よる 復興 文 援 事業 費 補助 金 収益 状況 報告 
令 和 年 1 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 の 決定 の 通知 が あっ た NPO 等 に よる 
復興 支援 事業 費 補助 金 に つい て 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 交 付 要綱 第 15 の 規定 に より 、 収益 状 
況 を 下記 の と お り 報 告 し ます 。 











Tl 
































































































































































































































記 
1 事業 名 
2 補助 金 の 確定 額 及 びそ の 通知 
金 ] 
に 日 第 号 
報告 期間 年 月 日 一 年 月 
反 益 状況 
産業 財産 権 の 名 称 又 は i 
収益 額 算出 根拠 
財産 分 配 の 概要 
円 

















